



















Ⅰ 憲法 25条解釈論略史 
 マッカーサー草案（1946〔昭和 21〕年 2月）に淵源を有する憲法 25条は、
特にその請求権的側面をめぐって様々な議論がなされた。朝日訴訟第 1 審判決
（東京地判昭 35・10・19行集 11巻 10号 2921頁）・同上告審判決（最大判昭
42・5・24 民集 21 巻 5 号 1043 頁）等の動きを背景に、学説は、憲法 25 条の
法的意義を積極的に論じた。しかし堀木訴訟上告審判決（最大判昭 57・7・7民
































法（Social Security Act）の合憲性を確認し（Steward Machine Co. v. Davis, 301 







Kelly, 397 U. S. 254 (1970); Shapiro v. Thompson, 394 U. S. 618 (1969); 
Saenz v. Roe, 526 U.S. 489 (1999)）がある一方、実体的給付水準については、






が問題とされた（State of Kansas v. United States,  24 F．Supp. 2d 1192 (D．
Kann. 1998); Arlington Central School District Board of Education v. 
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の原理（人の生に関する固有の価値の原理〔the principle of intrinsic value〕、














































































































































1970年代に入り、大きな転換をみせる（Craig v. Boren, 429 U. S. 190 (1976)）。
性に基づく区別を採用する法令にかかる判例については、まず、①性別役割分
担にかかるステレオタイプを反映する法令をめぐる事例がある（Frontiero v. 
Richardson, 411 U. S. 677 (1973); Weinberger v. Wiesenfeld, 420 U. S. 636 
(1975)）。次に、②（a）経済的困難等を補償する目的で女性を保護しようとす
る、性に基づく「優遇的な」区別（”benign” gender classification）が問題とさ
れる（Califano v. Webster, 430 U. S. 313 (1977)）。さらに、（b）女性に固有の
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事由に基づく区別（妊娠・出産等にかかる差別・不利益）の問題がある（Geduldig 











































































第 7章 「公の支配」の意義と射程——憲法 89条後段の意義をめぐって 
                            







Ⅰ 「慈善」・「博愛」事業と公金支出等規制——社会福祉行政と憲法 89条後段 
 社会福祉行政と憲法 89条後段の関係を歴史的に概観すると、連合国最高司令













































Ⅳ 憲法 89条後段の今日的意義 
 憲法 89条後段は、いかなる今日的意味を持ちうるのであろうか。まず、本章
の立場を敷衍するならば、憲法 89 条後段は、実は、「多様な主体の参入促進」
を「阻害」するものではなかったのではないか、との疑問が生じる。つまり、
理論的には、そもそも財政統制が及ぶ限りで多様な主体への助成が許容される
はずであろう。さらに、この点は、近時の法理論・政治哲学にみられる、「市民
社会」への期待ともかかわる。憲法 89条は、公金支出等を原則として禁止せず、
財政統制たる「公の支配」が及ぶ限りで公的助成を許容する点で、「市民社会」
の健全かつ活発な発展を維持するためには、国家による財政支援と、それに伴
う監督が不可欠であるという構造を予定していたという意味で、なお今日的意
義を失ってはいないように思われる。 
 
 
 
